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主要国の付加価値税におけるインボイス制度の概要（２０１６年１月現在）

国　　名 ＥＣ指令 イギリス ドイツ フランス 《参考》日本
【請求書等保存方式】

仕　　入
税額控除

インボイス保存が
要件
他の課税事業者に
支払うべきまたは
支払った付加価値
税額は控除可（１６８
条）

インボイス保存が
要件
インボイス記載の
税額を控除

インボイス保存が
要件
インボイス記載の
税額を控除

インボイス保存が
要件
インボイス記載の
税額を控除

帳簿及び請求書等の保
存が要件
仕入れ等に係る税込価
額から一括して割り戻
す形（税込価額×６．３／１
０８）で計算した消費税
額を控除

発行資格
・義務者

事業者（２２０条）
※免税事業者は税
額記載不可（２８９条）

登録事業者
（登録番号が付与
される）
※非登録事業者
（免税事業者）は
発行不可

事業者
※免税事業者は税
額記載不可

事業者
※免税事業者は税
額記載不可

請求書等の発行者に制
限なし

記載事項

①年月日
②付加価値税登録
番号
③供給者の住所・
氏名
④発行番号（連続
番号）
⑤顧客の住所・氏
名
⑥財貨・サービス
の内容
⑦税抜対価
⑧適用税率・税額
　等
（２２６条）

①年月日
②付加価値税登録
番号
③供給者の住所・
氏名
④発行番号（連続
番号）
⑤顧客の住所・氏
名
⑥財貨・サービス
の内容
⑦税抜対価
⑧適用税率・税額
　等

①年月日
②付加価値税登録
番号
③供給者の住所・
氏名
④発行番号（連続
番号）
⑤顧客の住所・氏
名
⑥財貨・サービス
の内容
⑦税抜対価
⑧適用税率・税額
　等

①年月日
②付加価値税登録
番号
③供給者の住所・
氏名
④発行番号（連続
番号）
⑤顧客の住所・氏
名
⑥財貨・サービス
の内容
⑦税抜対価
⑧適用税率・税額
　等

【請求書等の記載事項】
①年月日
②書類の作成者の氏名
又は名称
③書類の交付を受ける
当該事業者の氏名又は
名称
④資産又は役務の内容
⑤税込対価
※税額の記載は任意

免税事業
者からの
仕入れ

―

インボイスがない
ため、仕入税額控
除できない
非登録事業者がイ
ンボイスを発行し
た場合にも、税額
控除不可
（当該免税事業者
には、記載税額の
納付義務あり）

インボイスに税額
の記載がないため、
仕入税額控除でき
ない
免税事業者が税額
記載した場合にも、
税額控除不可
（当該免税事業者
には、記載税額の
納付義務あり）

インボイスがない
ため、仕入税額控
除できない
非登録事業者がイ
ンボイスを発行し
た場合にも、税額
控除不可
（当該免税事業者
には、記載税額の
納付義務あり）

免税事業者が発行した
請求書等の場合にも、
税額控除を容認

Ⅰ
　
は
じ
め
に

　
平
成
�
年
度
税
制
改
正
に
お

い
て
消
費
税
率
�
％
へ
の
引
き

上
げ
と
複
数
税
率
の
導
入
が
決

ま
っ
た
が
、
本
年
６
月
の
首
相

表
明
に
よ
り
２
年
半
延
期
と
す

る
法
案
が
今
秋
審
議
さ
れ
る
予

定
で
あ
る
。
ま
た
、
２
０
２
３

年
（
平
成
�
年
）
�
月
か
ら
導

入
が
予
定
さ
れ
て
い
る
「
適
格

請
求
書
等
保
存
方
式
」
（
い
わ

ゆ
る
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
）
で
あ

る
が
、
こ
ち
ら
は
必
ず
し
も
複

数
税
率
導
入
と
セ
ッ
ト
で
は
な

い
。
つ
ま
り
、
仮
に
複
数
税
率

が
導
入
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に

お
い
て
も
、
今
後
の
消
費
税
制

に
お
い
て
現
行
の
帳
簿
方
式
か

ら
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
へ
大
き
く

転
換
す
る
こ
と
と
な
る
。
２
０

１
９
年
（
平
成
�
年
）
�
月
か

ら
２
０
２
３
年
（
平
成
�
年
）

９
月
ま
で
の
４
年
間
は
準
備
期

間
と
し
て
「
区
分
記
載
請
求
書

等
保
存
方
式
」
が
導
入
さ
れ
る

が
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
ま
で
の
繋

ぎ
の
制
度
設
計
な
の
で
、
こ
こ

で
は
触
れ
な
い
で
お
く
。
　

Ⅱ
　
な
ぜ
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
な

　
　
の
か
　
　
　
　
　
　
　
　

　
複
数
税
率
導
入
に
伴
い
、
請

求
書
等
に
適
用
税
率
・
税
額
の

記
載
を
義
務
付
け
た
も
の
が
な

け
れ
ば
適
正
な
仕
入
税
額
の
計

算
は
困
難
と
の
こ
と
で
イ
ン
ボ

イ
ス
方
式
が
採
用
さ
れ
る
。
イ

ン
ボ
イ
ス
方
式
の
も
と
で
は
、

取
引
当
事
者
間
に
お
い
て
税
額

が
明
確
に
な
る
た
め
税
額
転
嫁

が
し
易
く
な
る
、
納
税
額
や
輸

出
免
税
を
行
う
場
合
の
還
付
税

額
が
正
確
に
な
る
、
取
引
の
ク

ロ
ス
チ
ェ
ッ
ク
に
よ
り
取
引
当

事
者
間
で
の
相
互
け
ん
制
作
用

が
働
く
等
の
効
果
が
期
待
さ
れ

る
。
ま
た
、
仕
入
価
額
に
含
ま

れ
る
税
額
を
把
握
す
る
こ
と
が

で
き
る
た
め
、
輸
出
取
引
を
す

る
に
あ
た
っ
て
国
境
税
調
整
を

比
較
的
正
確
に
行
う
こ
と
が
で

き
る
こ
と
か
ら
国
際
競
争
秩
序

の
維
持
に
役
立
つ
と
さ
れ
る
。

課
税
庁
側
に
お
い
て
も
イ
ン
ボ

イ
ス
を
ク
ロ
ス
チ
ェ
ッ
ク
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
法
人
や
個
人

事
業
者
の
所
得
の
把
握
水
準
を

高
め
る
こ
と
に
も
役
立
つ
と
い

う
。
帳
簿
方
式
の
も
と
で
は
、

複
数
税
率
に
対
応
で
き
な
い
、

不
正
を
防
ぐ
こ
と
が
完
全
に
で

き
な
い
と
い
う
こ
と
の
よ
う
で

あ
る
。
　

Ⅲ
　
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
が
抱
え

　
　
る
問
題
点
　
　
　
　
　
　

　
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
を
採
用
し

た
場
合
の
問
題
点
と
し
て
、
発

行
、
保
管
等
そ
の
事
務
や
コ
ス

ト
の
負
担
増
が
あ
げ
ら
れ
る
。

と
く
に
中
小
零
細
事
業
者
に
と

っ
て
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の

対
応
等
度
重
な
る
生
産
性
の
な

い
事
務
・
コ
ス
ト
の
負
担
増
は

経
営
環
境
に
大
き
な
影
響
を
与

え
る
。
「
納
税
義
務
者
」
が
徴

税
コ
ス
ト
の
一
部
を
肩
代
わ
り

し
て
い
る
こ
と
と
「
納
税
義
務

者
」
は
「
事
業
者
」
で
あ
る
こ

と
を
も
っ
と
真
剣
に
考
え
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
免
税

事
業
者
は
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行

で
き
ず
、
買
い
手
側
で
仕
入
税

額
控
除
が
で
き
な
い
の
で
取
引

か
ら
排
除
さ
れ
る
の
で
は
な
い

か
と
い
う
懸
念
が
あ
る
。
取
引

か
ら
排
除
さ
れ
な
い
た
め
に
課

税
事
業
者
を
選
択
し
、
新
た
な

税
負
担
を
強
い
ら
れ
る
事
業
者

も
い
る
だ
ろ
う
。
イ
ン
ボ
イ
ス

導
入
に
よ
っ
て
簡
易
課
税
制
度

も
形
骸
化
し
て
し
ま
う
。
新
規

課
税
事
業
者
が
増
え
れ
ば
徴
税

コ
ス
ト
も
増
え
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
る
。
　

Ⅳ
　
今
後
の
課
題

　
課
税
仕
入
を
行
っ
た
課
税
事

業
者
が
仕
入
税
額
控
除
を
す
る

際
に
仕
入
税
額
を
証
明
で
き
る

も
の
で
あ
る
と
い
う
こ
と
、
そ

の
発
行
者
で
あ
る
課
税
事
業
者

の
税
額
転
嫁
と
納
税
の
実
行
性

を
あ
る
程
度
確
保
す
る
こ
と
が

で
き
れ
ば
、
必
ず
し
も
イ
ン
ボ

イ
ス
方
式
で
は
な
く
て
も
よ
い

の
で
は
な
い
か
。
消
費
税
が
導

入
さ
れ
て
�
年
近
く
帳
簿
方
式

で
定
着
し
て
き
て
い
る
我
が
国

に
お
い
て
現
行
の
帳
簿
方
式
を

維
持
し
つ
つ
、
少
し
工
夫
を
加

え
た
仕
組
み
で
対
応
で
き
な
い

だ
ろ
う
か
。
３
％
、
５
％
、
８

％
と
税
率
が
引
き
上
げ
ら
れ
る

た
び
、
特
に
大
き
な
混
乱
も
な

く
帳
簿
方
式
に
よ
っ
て
複
数
税

率
に
対
応
で
き
て
い
る
と
い
う

実
績
も
あ
る
。

　
そ
こ
で
、
改
め
て
提
言
し
た

い
。
現
行
の
帳
簿
方
式
を
維
持

し
つ
つ
、
免
税
方
式
か
ら
基
礎

控
除
方
式
に
改
め
る
べ
き
で
あ

る
。
ま
ず
は
原
則

す
べ
て
の
事
業
者

を
課
税
事
業
者
と

す
る
こ
と
に
よ
り

基
準
期
間
や
特
定

期
間
と
い
う
複
雑

な
制
度
を
な
く

す
。
し
か
し
、
小

規
模
事
業
者
へ
の

配
慮
は
必
要
で
あ

る
の
で
、
課
税
期

間
の
課
税
売
上
高

が
一
定
以
下
の
場

合
に
は
申
告
・
納

付
を
不
要
と
す
る

制
度
（
「
申
告
不

要
制
度
」
）
や
消

費
税
額
か
ら
一
定

の
金
額
を
税
額
控

除
し
た
あ
と
の
残

額
が
、
基
礎
税
額

以
下
の
場
合
に
は

申
告
・
納
付
を
不

要
と
す
る
制
度

（
「
基
礎
税
額
控

除
制
度
」
）
を
創

設
す
る
。

　
さ
ら
に
、
選
択

届
出
制
に
つ
い
て

も
見
直
し
を
図

る
。
「
課
税
事
業

者
選
択
（不
適
用
）

届
出
」
や
「
簡
易

課
税
制
度
選
択

（
不
適
用
）届
出
」

の
２
年
間
継
続
適

用
の
規
定
に
関
す

る
予
測
に
よ
る
納
税
額
や
、
還

付
額
の
不
確
実
性
も
排
除
で
き

る
。
設
備
投
資
等
に
よ
り
多
額

に
支
払
っ
た
消
費
税
額
を
事
前

に
選
択
し
て
い
な
い
か
ら
と
い

っ
て
控
除
や
還
付
が
で
き
な
い

こ
と
も
解
決
さ
れ
る
こ
と
に
よ

り
、
消
費
税
額
の
適
正
な
課
税

の
実
現
を
図
る
。

　

Ⅴ
　
お
わ
り
に

　
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
を
厳
格
に

適
用
さ
せ
れ
ば
、
事
務
、
コ
ス

ト
の
負
担
増
、
ま
た
行
政
上
の

コ
ス
ト
も
増
え
る
。
確
か
に
厳

格
に
適
用
さ
せ
な
け
れ
ば
意
味

が
な
い
と
い
う
側
面
も
あ
る

が
、
こ
れ
だ
け
の
事
務
負
担
と

コ
ス
ト
を
か
け
た
こ
と
に
よ
る

徴
税
効
率
は
ど
の
程
度
の
も
の

な
の
か
。
ま
し
て
、
標
準
税
率

�
％
と
軽
減
税
率
８
％
の
世
界

で
は
明
ら
か
に
均
衡
を
欠
い
て

い
る
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

我
が
国
の
文
化
、
国
民
性
を
も

含
め
た
利
益
を
比
較
衡
量
し
て

総
合
的
に
考
え
た
と
き
、
や
は

り
帳
簿
方
式
に
軍
配
が
上
が
る

の
で
は
な
い
か
。

（政
策
副
委
員
長
・
菅
原
祥
元
）
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